
平成 24 年 3 月 30 日

内閣府（防災担当）

気 象 庁

平成 23 年 12月１日の緊急地震速報の訓練の結果について

－ 訓練実施後のアンケートの調査結果 －

内閣府と気象庁では、昨年(平成 23 年)12 月 1 日に、自治体及び事業者等の協力を得

て緊急地震速報の全国的な訓練を実施しました。訓練終了後には、訓練実施と同様に自

治体や事業者等の協力を得て、各機関等においての訓練の実施状況を把握し、訓練の効

果等を確認するためのアンケート調査を実施しておりましたが、今般、その調査結果を

取りまとめました。

調査から訓練実施の効果等を確認することができました。緊急地震速報を見聞きして、

慌てずに身を守るなど適切な行動をとるためには、訓練しておくことが重要となるので、

引き続き訓練実施を計画すると共に、参加の呼びかけを行うものとします。

なお、調査結果の詳細は別紙のとおりです。

記

１．調査の概要

（１）調査対象機関：

各省庁等の地方支分部局及び所管団体等を通じて訓練参加の呼びかけを行

った民間企業、地方公共団体、学校等の機関

（２）調査期間：平成２３年１２月８日～１２月２７日（２０日間）

（３）調査方法：気象庁ＨＰの専用ページから回答（Ｗｅｂ調査）

（４）回答数：１５０４（訓練実施機関数９１７、訓練未実施機関数５８７）

２．調査結果の概要

訓練を実施した機関からは、「訓練を行ってよかった」との回答が多く、また、こ

れまでの訓練の実施回数が多い機関は、緊急地震速報を見聞きした際の行動が事前に

計画されている割合、訓練で計画のとおりに行動ができた割合がともに高くなるなど、

訓練を継続して行う効果を確認することができました。

一方、訓練を実施しなかった機関等が訓練を行わなかった理由では、仕事等の都合

で対応ができないためとの回答が多くありますが、別の日に行っているためという回

答もあり、訓練実施日時に都合がつかない場合は、それぞれの都合に合わせて訓練が

行われることが望まれます。
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＜連絡・問い合わせ先＞
●全般に関する問い合わせ

内閣府政策統括官（防災担当）付
参事官（地震・火山・大規模水害対策担当）付
Tel 03-5253-2111（内51403） Fax 03-3501-5199

●緊急地震速報の訓練の内容に関する問い合わせ
気象庁地震火山部管理課
Tel 03-3212-8341（内4662） Fax 03-3212-2857


